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警 察 庁 丙 生 環 発 第 3 4 号 、 丙 組 薬 銃 発 第 4 8 号各 地 方 機 関 の 長
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各 都 道 府 県 警 察 の 長 平 成 1 9 年 1 1 月 3 0 日
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庁 内 各 局 部 課 長 警察庁刑事局組織犯罪対策部長

各 附 属 機 関 の 長

銃砲刀剣類所持等取締法及び武器等製造法の一部を改正する法律の施行につい

て

銃砲刀剣類所持等取締法及び武器等製造法の一部を改正する法律（平成19年法律第

120号。別添１参照。以下「改正法」という ）が、平成19年11月30日に公布され、。

公布の日から起算して１月を経過した日（平成19年12月30日）から施行されることと

なった。改正法の趣旨、概要及び運用上の留意事項は、下記のとおりであるので、事

務処理上遺憾のないようにされたい。

なお、以下この通達において、改正法による改正後の銃砲刀剣類所持等取締法（昭

和33年法律第６号）を「法」と、改正法による改正後の武器等製造法（昭和28年法律

第145号）を「武等法」という。

記

第１ 改正法の趣旨

最近における銃器を使用した犯罪の続発により、国民生活に重大な脅威が生じて

いること等の状況にかんがみ、けん銃を使用した凶悪犯罪等を抑止するため、暴力

団によるけん銃事犯の特性に着目した重罰化、経済的打撃を与えるための罰金刑の

引上げ等の罰則の強化を行うものである。

第２ 改正法の概要

１ 銃砲刀剣類所持等取締法の一部改正

(1） 組織的なけん銃等の発射又は所持の加重処罰

けん銃等の発射又は所持に係る違反行為が、団体の活動として、当該違反行

為を実行するための組織により行われたとき、又は団体に不正権益を得させ、

若しくは団体の不正権益を維持し、若しくは拡大する目的で行われたときは、

当該違反行為をした者を加重処罰することとする （法第31条及び第31条の３。

関係）

(2） 複数のけん銃等の所持の加重処罰

けん銃等を不法に所持した場合において、当該けん銃等の数が２以上である



ときは、当該不法所持をした者を加重処罰することとする （法第31条の３関。

係）

(3） けん銃等又はけん銃実包の輸入等に関する罰則の強化

けん銃等又はけん銃実包の営利目的による輸入等に関する罰則を強化する。

（法第31条の２、第31条の４、第31条の７から第31条の９まで及び第31条の15

関係）

(4） 許可銃砲の発射及び刃物の携帯に関する罰則の強化

ア 許可を受けた銃砲の発射制限違反に対する罰則を強化する （法第31条の。

11及び第31条の16関係）

イ 刃物の携帯禁止違反に対する罰則を強化する （法第31条の18関係）。

(5） その他の規定の整備

その他罰則に関する所要の規定を整備する。

２ 武器等製造法の一部改正

(1） 銃砲又は銃砲弾の無許可製造に関する罰則の強化

銃砲の営利目的による無許可製造に関する罰則及び銃砲弾の無許可製造に関

する罰則を強化する （武等法第31条及び第31条の２関係）。

(2） その他の規定の整備

その他罰則に関する所要の規定を整備する。

３ 附則

(1） 改正法は、公布の日から起算して１月を経過した日から施行する。

(2） 改正法の施行に関し必要な経過措置を定めるとともに、関係法律について所

要の整備をする。

第３ 運用上の留意事項

１ 今回の改正の趣旨を踏まえ、暴力団等犯罪組織の弱体化に向け、銃器犯罪に対

する取締り体制の強化及び捜査力の向上を図ること。

２ 暴力団等の関与が認められる銃器発砲事件を認知した場合又はその関与がうか

がわれるけん銃情報を入手した場合は、捜査着手時から組織的・不正権益目的加

重罪の適用を念頭に捜査を行うこと。犯人検挙に至った場合には、必ずその発射

等に至った動機、背後関係、組織幹部等の関与実態等を追及して組織の長等に対

する突上げ捜査を徹底し、組織の長等の社会からの長期隔離を図るとともに、経

済的打撃を与えるよう努めること。

３ 組織的・不正権益目的加重罪の適用に当たっては、その構成要件である「団

体 「団体の活動 「組織 「不正権益」等の立証が重要となるので、銃器対」、 」、 」、

策部門と暴力団対策部門との連携を一層強化し、暴力団等に係る資料整備、その

組織実態の解明に資する情報の収集及び共有等を更に推進すること。

４ 改正法の趣旨及び内容について、警察職員に指導教養を徹底するとともに、国

民一般にも周知を図ること。特に、刃物の携帯禁止違反に対する罰則の強化につ



、 、 、いては 広く国民にかかわる事項であることから 教育委員会等とも連携しつつ

そもそも刃物の携帯が業務その他正当な理由による場合を除いては禁止されてい

ることを含め、広報啓発活動を実施するよう努めること。また、許可銃砲の発射

制限違反に対する罰則の強化については、狩猟関係団体等の協力を得つつ、猟銃

又は空気銃の所持許可の更新、許可銃砲の検査等の機会をとらえた周知の徹底を

図ること。

５ 改正法の成立に際し、衆議院内閣委員会及び参議院内閣委員会において、それ

ぞれ附帯決議（別添２参照）が付されていることから、改正法の施行に当たって

は、これらの決議の趣旨を踏まえること。









○ 平成19年11月２日衆議院内閣委員会

銃砲刀剣類所持等取締法及び武器等製造法の一部を改正する法律案に対する附

帯決議

、 、 。政府は 本法の施行に当たっては 次の諸点について適切な措置を講ずべきである

「 」 、 、一 本法における 団体 に係る規定の適用に関しては 適切な運用を行うとともに

正当な目的を有する団体の正当な活動を阻害することがないよう十分留意するこ

と。

二 平穏な国民生活の脅威となる銃の不法所持等の銃器犯罪を適正に取り締まるとと

もに、銃器の国内での密造や海外からの密輸入阻止のため、関係機関の連携を強化

し、水際対策の一層の徹底を図るなど、総合的な銃器対策をさらに進めること。

三 本法の施行状況を見つつ、罰則の効果等を検証し、必要な場合には見直しを含め

た検討を行うこと。

○ 平成19年11月22日参議院内閣委員会

銃砲刀剣類所持等取締法及び武器等製造法の一部を改正する法律案に対する附

帯決議

政府は、本法の施行に当たり、銃器を使用した犯罪が続発し、けん銃の潜在化傾向

が顕著となっていることにより、国民生活に重大な不安と脅威が生じている現状にか

んがみ、次の事項について万全を期すべきである。

、 「 」 、 、一 本法における 団体 に係る規定の適用に関しては 厳正な運用を行うとともに

正当な目的を有する団体の正当な活動を阻害することがないよう十分留意するこ

と。

二、けん銃の不法所持等の銃器犯罪を厳格に取り締まるとともに、銃器の国内での密

造や海外からの密輸入阻止のため、関係機関の連携を強化し、水際対策の一層の徹

底を図るなど、総合的な銃器対策をさらに進めること。

三、銃器犯罪の多くが暴力団によって行われている実態にかんがみ、摘発に向けた徹

底した突き上げ捜査を実施するとともに、首領等幹部の責任をより実効的に追及す

ることができるよう、法制の在り方を含め検討すること。

四、本法の施行状況を踏まえ、罰則の効果等を検証し、必要に場合には見直しを含め

た検討を行うこと。

五、今後の治安対策の実施に当たっては、我が国の社会構造の変化に対応し銃器の一

般への拡散傾向が見られる等犯罪情勢が変化していることを踏まえ、有効な施策を

講ずること。

別添２


